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木造ビル耐火新技術 ４階建て建築可能 

竹中工務店は、耐火性能を備えた「木造ビル」を可能にする技術を開発した。柱や梁

（はり）に使う木質の建材で耐火性能のある商品を開発し、国土交通省の認定を取得。

４階建てまでの木造耐火建築が可能になる。木造建築は木の風合いを生かせるうえ、

鉄骨や鉄筋を使う建築に比べて建物の重量を軽くできるため、基礎工事のコストを抑

えられるメリットがあるが、耐火性能が劣るのが弱みだった。開発した耐火集成材は

３層構造を採用し、燃えても自然と火が消えて建物を支え続ける。材料強度が高く、

柱の間隔は９ｍ確保できるため、鉄筋コンクリート造と同等の建築空間も可能。 

大型商業・観光施設開業相次ぐ ５月２２日には東京スカイツリー開業 

東京都心で大型商業・観光施設の開業が相次いでいる。４月１８日に「東急プラザ表

参道原宿」、同１９日にお台場地区で「ダイバーシティ東京プラザ」、同２６日には「渋

谷ヒカリエ」がそれぞれ開業、５月２２日には東京スカイツリーが開業する。各新施

設は年間数百～数千万人の入場客と、合計で銀座地区の百貨店の総売上高に相当する

販売額を見込んでおり、各施設間の集客競争が激化しそう。このうち東京スカイツリ

ーは、入居店舗数約３２０店、年間入場者数は約３２００万人を見込む。すでに今年

の公示地価（１月１日現在）では、近隣の墨田区押上で上昇地点が現れるなど、新た

な観光名所と賑わいの創出に大きな期待が膨らんでいる。 

千葉県「液状化しやすさマップ」を公表 都も年度末に新予測図を作成方針 

千葉県は、東日本大震災を受けて震度別に液状化の被害程度を示した予測図「液状化

しやすさマップ」などを公表した。千葉県を震度６強の揺れが襲った場合、東京湾沿

岸の埋立地や九十九里海岸など外房地域、利根川沿いなどを中心に液状化すると推測

した。東日本大震災では注目されなかった成田市や印西市など、利根川沿岸部の一部

なども含まれることが新たに分かった。また東京都では、今年度末にも関東大震災と

同じ震度６の揺れがおきた場合を想定し、都内全域について液状化のしやすさを３段

階に分けて表示する予測マップを作成する方針。過去にも予測マップを作っているが、

今回は前回を上回る２万カ所の掘削調査データと過去の地形図、液状化が実際に起き

た場所などを組み合わせて、より正確なマップを作成する。 

千代田区 遊び場確保で条例制定へ 

千代田区は、公園でキャッチボールで遊べるようにする「子どもの遊び場確保条例」

（仮称）を制定する方針。現在は事故防止などのため区内の全公園でキャッチボール

が禁止されているが、一定規模以上の区立公園ではルールを定めて利用できるように

する。２０１２年度中に条例案を策定し、１３年４月の施行を目指す。区内では都心

回帰で子どもの数が増えている。今年１月１日時点で、０～１４歳までの子供の数は

５６４２人と、１０年間で約１２００人増えた。現在区内には公園や児童遊園などが

４７カ所ある。 

マンションで駐車場事業拡大 空き物件は外部貸しのみ課税 

マンション内の空き駐車場を外部へ貸し出す動きが加速している。国税庁は２月、住

民が優先して駐車場を使えるなら外部貸し部分にのみ課税する見解を公表した。これ

までマンションの空き駐車場は、管理組合がマンション所有者に貸す場合には非課税

だが、一部でも外部に貸すと収益事業とみなされて駐車場全体に課税されることもあ

った。国税庁の見解により課税対象が明確になり、駐車場運営会社はマンションの空

き駐車場を新規の収益物件として注目している。空き駐車場に悩むマンションの管理

組合としても賃料収入を得られる。 

平成２４年地価公示の概要＜国土交通省情報＞ 

平成２３年の地価は、リーマンショック後における４年連続の下落となったが、下落

率は縮小傾向を示した。都道府県地価調査との共通の調査地点でみると、大震災のあ

った上半期に下落率が拡大し、下半期に下落率が縮小した。大震災の影響により不動

産市場は一時的に停滞したが、被災地を除き、比較的早期に回復傾向を示している。

一方、円高、欧州債務危機等の先行き不透明感による地価への影響もみられる。住宅

地については、低金利や住宅ローン減税等の施策による住宅需要の下支えもあって下

落率は縮小した。人口が増加した地域で下落率の縮小傾向がみられ、また、住環境が

良好あるいは交通利便性の高い地点で地価の回復が目立つ。商業地では下落率が縮小

したが、オフィス系は高い空室率で賃料は下落、店舗系は商況の不振から需要は弱い

ものとなっている。主要都市の中心部においては、賃料調整（値下げ）が進んだこと

もあって、ＢＣＰ（事業継続計画）やコスト削減等の目的で耐震性に優れる新築・大

規模オフィスへ業務機能を集約させる動きがみられ、これらの地点の下半期の地価は

下げ止まっている。また、三大都市圏と一部の地方圏においては、Ｊ－ＲＥＩＴによ

る積極的な不動産取得がみられた。その他、堅調な住宅需要を背景に商業地をマンシ

ョン用地として利用する動きが全国的にみられた。 


